
（公２） 地域の経済社会環境の整備改善等を図るための事業 

 
【趣旨】 
 本事業は、村山税務署管内（村山市、東根市、尾花沢市、大石田町）の地域社会との共生を目指
し、地域の実情に則した多彩な社会公益貢献活動を積極的かつ継続的に実施することを目的として、
健全で豊かな企業及び社会づくりを目的とした事業を実施した。 
 
【事業の概要】 
 本事業は、会員・非会員を問わず、広く一般の企業及び市民を対象とした地域経済の活性化、企
業経営向上、環境改善、健康維持などに関する講演会・講習会・セミナーを開催した。 
また、研修事業を通じて地域企業の活性化、環境対策等に貢献するとともに、震災に見舞われた

被災地への研修・交流会・寄贈等により地域社会への貢献活動を積極的に実施した。 
 
【事業をまとめる理由】 
 本事業は、地域企業と地域社会の健全な発展に貢献することを目的とし、講演会・セミナー事業・
地域イベントへの協賛事業、地域福祉への寄付・寄贈事業を実施することにより、地域の経済・社
会環境の活性化を実施するものであり、関連する事業と考えるため一つの事業としてまとめている。 
 
【事業詳細】 
(1) 講演会・講習会、セミナー・情報提供事業 
 本事業は、会員をはじめ広く一般の企業及び市民・町民を対象として、経済・経営等をテーマと
した講演会・セミナーを、専門的知識を有する講師を招き無料で実施した。開催日時・テーマ・会
場等の詳細については当会ホームページ及び公共施設等に案内チラシを設置する等して会員以外に
も参加を呼びかけ広く一般に公開した。 
 
１．総会記念講演会 

開催月日 内容  会 場 出席数 
27. 5.22 

 (金) 
（親会） 
演題：「DREAM,OVER THE DREAM 

～夢の先には、きっとまだ夢の続きが待っている～」  
講師：株式会社ケーブルテレビ山形 
      代表取締役社長   吉 村 和 文  氏  

東根市 
花の湯ホテル 

73 名 
(一般12名) 

27. 5.13 
 (水) 

（女性部会） 
演題：～クイズ形式で学ぶ～ 

「消費者の強い味方クーリングオフ」 
講師：尾花沢市 消費生活相談員 
                    安 井 優 子  氏  

尾花沢市 
と く ら  

23 名 
(一般 1 名) 

 
２．研修会 

開催月日 内容  会 場 出席数 
27.11.27 

 (金) 
経営実務研修会（青年部会） 
演題：「決算書を経営に活かす！ 

キャッシュフロー経営入門」 
講師：税理士・社会保険労務士・行政書士 
                    坂 川 達 志  氏  

東根市 
のゝか本郷館  

11 名 
(一般 0 名) 

 
３．インターネットセミナー（公１・公２共通） 
   ホームページにて講演会・セミナーを配信 

 期 間          内  容      数 
27. 4  

～ 28.3 
セミナーオンデマンド   
経営・人材育成・税務・政治経済・法律・経理・ 
労務環境・健康・ライフスタイル 他 

アクセス数     6,898 件 
会員ログイン数  1,011 件 
一般ログイン数    44 件 

 
 
 
 
 
 



４．経済ニュース概要提供（青年部会） 
期  間   内         容 

27.4 
  ～ 28.3 

知っておきたい日本の経済ニューストピックスを要約編集したものを、ホーム 
ページへ掲載し、一般にも公開している。（提供：ＨＯＰＳＴＥＰ） 

 
 
 
(２) 視察研修・交流会事業 
 

開催月日 内   容  会 場 出席数 
27.10. 1 
   （木） 

女性部会：視察研修  

「ＪＲで行く東京宝塚（観劇）の旅」 

〇東京宝塚歌劇 雪組公演 観劇 

＊移動中に、マイナンバーについての研修等を 
実施し、研修に努めた。 

東京都 

東京宝塚劇場 

  
  

17名 
(一般 0 名)   

 
 (３) 寄付事業 （青年部会・女性部会） 

   東日本大震災復興支援「 未使用タオル の寄贈」       136 枚 
チャリティーゴルフ大会での寄付並びに会員からの寄贈等により、未使用タオルの 
収集を実施し、塩釜法人会女性部会を通じて被災地へ寄贈した。 

 
   

(４)「いちごプロジェクト」（全法連主催）の推進 
節電推進運動のＰＲをホームページに掲載し協力に努めた。 
 

 
 
 
【事業実施のための財源】 
 上記の事業は、会員・非会員を問わず基本的に無料で実施している。一部有料（テキスト代等）
とすることもあるが極めて低廉な参加費の設定となっている。このため事業収入だけでは事業費を
賄えないため、不足する財源は、受取会費や上部団体からの助成金で充当している。 
 
 
 
 


